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２０００～２００５年の主な地震による
震度曝露人口と住家・人的被害
との相関に関する考察
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Abstract

Recentdevelopmentofnation-widenetworksofseismometersinJapanhasenhanced
high-densityobservationofearthquakestrongmotions.Accordingly,seismicintensity
distributionhasbecomeavailableapproximatelyonmunicipalordenserlevel.Inthis
study,recentearthquakesinJapanhavebeencomparedintermsofthesimplemeasure,
PEX(populationexposuretoseismicintensity),whichisevaluatedasanaggregationof
spatiallydistributedpopulationexposedtoacertainlevelofseismicintensity.Estimated
are１５ eventsineightmajorearthquakeswhichhittherecordsofJMA seismic
intensity５．５orstrongerduringtheperiodoftheyear２０００through２００５.Theresults
clearlydemonstratethecombinedeffectsofstrongmotiondistributionsandpopulation
distributionsineachearthquake.Macroscopicassessmentmodelshavebeenstatistically
developedforestimationofbuildingdamageandhumancasualties.Grossdamageover
theaffectedareacanbeapproximatelyestimatedonthebasisofPEX andHEX
(householdexposuretoseismicintensity)andrelatedmodelfunctionscharacterizingthe
controversialnatureoftheJMAseismicintensity.
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１．はじめに
器械計測による計測震度の導入と震度観測網の

充実によって，気象庁発表の震度情報はその質と
量との両面で大きく変化を遂げつつある。現行の
計測震度の算出方法は，従来の気象庁震度階級と
の整合性・連続性に配慮して定義されたものであ
る（気象庁，１９９６；翠川ら，１９９９）。しかし近年，
震度観測網の拡充に呼応するかのように，最大震
度が６弱以上となるような地震が頻発するように
なり，高い震度から推定されるほどには大きな被
害が生じないことも多い。このことから，震度と
被害の実態との乖離が指摘されつつある。長期的
観点に立った場合，乖離度合いがあまりに大きけ
れば，被害との相関が高く，より適切な震度指標
を再定義する必要性があろう（清野ら，１９９９；境
ら，２００４）。
その一方で，現行の計測震度のもとに震度観測

が続けられ，そのデータが日々蓄積されつつあ
る。また，耐震診断値・建物損傷度・震度の３者
間に成り立つ関係を関数モデルで表し，震度情報
の高度利用を図ろうとする動きもあり（岡田・高
井，２００４），震度情報の確実かつ有効な活用に向
けて，「次世代震度情報ネットワーク」のあり方に
関する検討も進められている（消防庁，２００５a）。
このような事情を鑑みると，当面の間は，計測

震度データに基づいて各種の被害関数を継続的に
検証し，防災情報としての理解を深め，活用を促
進することが重要といえる（太田，１９９８-２０００）。
関連研究としては，例えば，近年の被害地震で観
測された計測震度と観測点近傍の住家被害率の
データに基づいて，従来の被害関数（岡田・鏡味，
１９９１；山口・山崎，２０００）との関係を検討した研
究（翠川・藤本，２００２；藤本ら，２００５）が挙げら
れる。ちなみに「気象庁震度階級関連解説表」は
「今後，事例の蓄積に応じて内容を変更すべきも
のである」とされており（気象庁，１９９６），将来の
改訂の際には，こうした一連の研究成果が参考に
なると思われる。
計測震度と被害との関係を説明するには，従来

とは異なったアプローチも考えられる。すなわ
ち，地震による被害総量（住家被害や人的被害な

ど）を計測震度に基づいて概略推定するモデルを
構築してそれらの入出力関係を精査する方法であ
る。２００３年鳥取県西部地震の直後，国土庁（現内
閣府）地震被害早期評価システム（EES）により全
壊戸数８０００戸，死者数２００人と推定され，大幅に
過大評価となったことから，評価システムの見直
しが検討されている（内閣府，２００４）ことは，被
害総量の推定精度向上の重要性を示唆している。
以上の背景のもとで本研究では，近年の地震で

観測された計測震度に基づいて「震度曝露人口
（PEX;populationexposuretoseismicintensity）」
を算出し，住家被害ならびに人的被害との関係を
定量的に分析するとともに，震度曝露指標と被害
総量との関数関係をモデル化することによって，
計測震度の特性に関する理解を深めようとするも
のである。
ここで震度曝露人口とは「所定の震度レベルに

曝される人数」と定義されたものであり（能島ら，
２００４a），震度分布と人口分布の重ね合わせ効果
を考慮したマクロ的な震災ポテンシャル指標であ
る。特定の被害指標と直結するものではないが，
揺れの面的広がりを人口規模で表現したものとし
て，地震間・時代間・地域間での相互比較が可能
な包括的尺度である。筆者らはこれまでに（１）
濃尾地震など既往被害地震による推定震度分布，
（２）想定東海地震などシミュレーション地震動に
よる推定震度分布，（３）地震動予測モデルの条件
設定の相違による複数の震度分布，（４）岐阜県内
の即時的な面的補間推定震度，（５）地震ハザード
ステーション（防災科学技術研究所，２００５a）の
確率論的地震動予測地図，などを対象として震度
曝露人口の評価を行ってきた（能島ら，２００３，
２００４a，２００４b，２００５）。

以下，２．では，わが国の震度観測網の整備状況
と，観測された震度データの概況をまとめておく。
３．では，２０００～２００５年に発生した主な地震による
計測震度データを用いて震度曝露人口を推計し，
各地震の特徴を考察する。４．では，求めた震度曝
露人口と住家被害・人的被害との巨視的な相関につ
いて考察する。５．では，震度曝露人口および世帯
数に基づく住家・人的被害の被害総量推定モデルの
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構築方法について述べ，６．では計測震度と被害と
の入出力関係について定量的な考察を行う。
なお震度の標記法については，小数点以下まで

表示した場合（例えば「震度６．０」）には計測震度
を表わし，整数表示した場合（例えば「震度６」）に
は震度階を表わすものとする。

２．近年の強震観測網の整備と震度発表
の状況

２．１ 強震観測網の整備
わが国では１９９５年兵庫県南部地震以降，強震観

測網の整備が全国的に進められてきた。ここ約１０
年の間に政府関係機関によって展開された代表的
なものに限っても，気象庁の地震観測点の拡充
（約６１０点），防災科学技術研究所（２００５b，２００５c）
による強震観測ネットワーク（K-NET，約１０３０
点）および基盤強震観測網（KiK-net，約６６０点）
の開設，消防庁による震度情報ネットワーク（約
２８４０点）の整備が挙げられる。観測網の充実とと
もに，地震後の震度発表の速報化と高密度化が進
められ，災害対応の初動体制の確立に有用な情報
として活用されている。気象庁の震度発表に用い
られる震度観測点数（図１）も急速に増加し，１９９４
年では約１５０点であったが１９９６年には約６００点まで
増加した。その後，地方公共団体の震度情報ネッ
トワークおよびK-NETとの接続が進められた結

果，２００５年には約３５８０点に達している。

２．２ 気象庁発表の震度
以上に示したような地震観測体制の変遷と計測

震度の導入によって，気象庁発表の震度は大きな
変化を遂げた。図２は，気象庁発表で震度６以上

（１９９６年１０月以降は震度６弱以上）を記録した地震
の回数を年代別に示したものである。１９２０～１９８９
年での通算回数はわずか１１回であったが，１９９０年
代に入ってからは観測回数が急増している。特に
２０００年以降においては群発地震や前震・余震でも
震度６弱が繰り返し観測され，２００５年までの６年
間で２１回と，全期間合計３８回の５５％を占めてい
る。

３．震度曝露人口の評価とその比較
３．１ 評価対象とした地震
図１に示した震度観測網の発展と近年の被害地

震の発生履歴をあわせて考えると，震度発表が市
町村単位で網羅的に行われるようになったのは
２０００年以降であると判断される。例えば１９９７年５
月１３日に発生した鹿児島県薩摩地方の地震（鹿児
島県西部地震）では最大震度６弱を観測したが，
この時点で鹿児島県の震度情報ネットワークが気
象庁に未接続であったため市町村単位の震度発表
はされていない。１９９８年９月３日の岩手県内陸北
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図１ 気象庁震度発表に用いられる震度観測点
（地震・火山月報（気象庁）などにより作
成）

図２ 気象庁観測による震度６（弱）以上の地震
の回数
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部の地震（最大震度６弱）でも同様に岩手県で未
接続であった。一方，２０００年以降の主な被害地震
においては，ほぼ全都道府県で市町村単位の震度
発表が行われている。
そこで本研究では，２０００～２００５年の６年間に発

生した地震のうち，気象庁による震度発表が震度
６弱以上の観測点を含む主要な地震を対象とす
る。具体的には，表１に示す８地震（２０００年鳥取
県西部地震，２００１年芸予地震，２００３年宮城県沖の
地震，２００３年宮城県北部の地震の前震・本震・最
大余震，２００３年十勝沖地震の本震および最大余

震，２００４年新潟県中越地震およびその余震４回，
２００５年福岡県西方沖の地震，２００５年宮城県沖の地
震）における１５回の地震を評価対象とした。この
ほか２０００年には，新島・神津島近海地震（５回）
および三宅島近海地震（１回）において震度６弱
を記録しているが，島嶼部の地震であることか
ら，ここでは除外した。
表１には，対象とした地震の諸元（気象庁，

２０００-２００５）の一覧を掲載した。気象庁による命名
地震は，２０００年鳥取県西部地震，２００１年芸予地
震，２００３年十勝沖地震，２００４年新潟県中越地震の
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表１ 対象とした地震の主な諸元と被害統計

住家被害３

（上段：棟，下段：世帯）
人的被害３

（人）
他機関
最大計
測震度

気象庁
最大計測
震度

［震度階］

M２

震源
深さ２

地震発生
日時

（２４時間
表示）

地震名１

一部破損半壊全壊軽傷重傷死者

１８５４４
１７８９１

３１０１
３０８５

４３５
４３９

１４３３９０６．６＄６．３*
［６強］

M７．３
９km

１０月６日
１３：３０

２０００年鳥取県西部
地震

４９２２３
５３４９２

７７４
８６５

７０
８６２４５４３２５．７＃５．９*

［６弱］
M６．７
４６km

３月２４日
１５：２７

２００１年芸予地震

２４０４
２２０８

２１
１９

２
２１４９２５０６．２＃５．８

［６弱］
M７．１
７２km

５月２６日
１８：２４

２００３年宮城県沖の
地震（三陸南地震）

－－－－－４．６＃５．９*
［６弱］

M５．６
１２km

７月２６日
０：１３

２００３年宮城県北部
（の）地震（前震）

１０９７６
８８２２

３８０９
３２００

１２７６
１０４６６２６５１０５．２＃６．２*

［６強］
M６．４
１２km

７月２６日
７：１３

２００３年宮城県北部
（の）地震（本震）

－－－－－－３．８＃５．７*
［６弱］

M５．５
１２km

７月２６日
１６：５６

２００３年宮城県北部
（の）地震（余震）

１５８０
２００７

３６８
４１９

１１６
１３４７８０６９２＆６．０＃５．８*

［６弱］
M８．０
４５km

９月２６日
４：５０

２００３年十勝沖地震
（本震）

－－－－－－５．９＃５．８*
［６弱］

M７．１
２１km

９月２６日
６：０８

２００３年十勝沖地震
（余震）

１０４５６０
１１１８９８

１３７１５
１４００５

３１８５
３１３８４１６９６３６５１６．７＃６．５*

［７］
M６．８
１３km

１０月２３日
１７：５６

２００４年新潟県中越
地震（本震）

－－－－－－４．８＃６．０
［６強］

M６．０
１２km

１０月２３日
１８：１１

２００４年新潟県中越
地震（余震１）

－－－－－－６．１＃６．２*
［６強］

M６．５
１４km

１０月２３日
１８：３４

２００４年新潟県中越
地震（余震２）

－－－－－－５．４＃５．７
［６弱］

M５．７
１２km

１０月２３日
１９：４５

２００４年新潟県中越
地震（余震３）

－－－－－－５．６＄５．６*
［６弱］

M６．１
１２km

１０月２７日
１０：４０

２００４年新潟県中越
地震（余震４）

８６２０
－

２４４
－

１３３
－１０１１７６１５．５＃５．７*

［６弱］
M７．０
９km

３月２０日
１０：５３

２００５年福岡県西方
沖（の）地震

８５６
－

０
－

１
－７９１２０５．２＃５．６*

［６弱］
M７．２
４２km

８月１６日
１１：４６

２００５年 宮 城 県 沖
（の）地震

注：地震諸元は主として「地震・火山月報（防災編）」に基づく（気象庁，２０００-２００５）．
注１：本文中，気象庁による命名地震以外については通称名を使用．
注２：「気象庁マグニチュード算出方法の改訂について（気象庁，２００３）」により改訂済み．
注３：消防庁まとめによる．十勝沖地震までは確定報，新潟県中越地震は第６９報（２００５/１０/１４付），福岡県西方沖地震は第３４報

（２００５/５/１２付），宮城県沖地震は第１２報（２００５/８/２２付）を使用．
注*：地方自治体強震計，注#：K-NET強震計，注$：KiK-net強震計，注&：２名とも津波による行方不明者．
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みである。これらの地震以外については，相互の
区別を容易にするため，地震発生当時に一般的に
用いられた通称（２００３年三陸南地震，２００３年宮城
県北部地震，２００５年福岡県西方沖地震，２００５年宮
城県沖地震）を用いることとした。

３．２ 用いたデータと集計方法
上述の１５回の地震を対象として，震度５弱以上

の計測震度をデータ化した。利用した地震観測網
は，２．１で述べた気象庁震度観測網，防災科学技
術研究所の強震観測ネットワーク（K-NET），基
盤強震観測網（KiK-net）および消防庁の震度情
報ネットワークに，広島市地震情報ネットワーク
を加えた。
気象庁および震度情報ネットワークの記録につ

いては，「地震・火山月報（防災編）」に掲載され
た計測震度を用いた（気象庁，２０００-２００５）。これ
らの中には，震度計の設置環境の問題（消防庁・
気象庁，２００４）により，利用に適さないデータが
含まれている可能性を否定できないが，それらの
特定が困難であることから，ここでは除外してい
ない。K-NETおよびKiK-netの記録については，

加速度記録を用いて気象庁の算出方法（気象庁，
１９９６）に従って求めた計測震度相当値を用いた。
なお，十勝沖地震において，液状化による影響を
受けた２記録（HKD０８６，直別）は除外した。広
島市地震情報ネットワークについては，文献（広
島市地震情報ネットワークシステム検討委員会，
２００１）に掲載された計測震度相当値を用いた。こ
れらの複数機関の計測震度データを統合的に利用
して，延べ８２９市区町村における１０４９個の計測震
度のデータセットを作成した。図３に地震ごとの
計測震度データ個数の内訳を示す。
この計測震度と重ね合わせるデータとしては，

２０００年１０月実施の国勢調査による市区町村単位の
人口および世帯数を用いる（図４）。近年，全国で
大規模な市町村合併が進められているが，本研究
では集計条件の連続性と推定精度を保つことを目
的として，すべての対象地震について合併前の旧
市区町村（計３３６８）を震度曝露人口の集計単位と
した。ただし，同一市区町村において複数地点で
震度データが得られている場合には，各地点の震
度データに人口および世帯数を均等配分すること
とした。１市区町村あたりのデータ個数は，全１５

１６９

図３ 震度５弱以上を記録した地震観測点数の
内訳

図４ 平成１２年国勢調査による人口分布（市区
町村単位）
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地震平均で１．２７個（最小は宮城県北部地震余震の
１．００個，最大は十勝沖地震本震の１．７８個）であっ
た。
地震の揺れは，地盤構造の影響で局所的に増幅

され市区町村内でも複雑な分布を示すことがあ
り，観測データを領域全体の代表値とすることは
適切とはいえない。観測情報の面的補間による詳
細震度分布（清野ら，２００４）や気象庁による「推
計震度分布図（内閣府・気象庁，２００４）」を利用す
れば，精度の向上が可能と考えられる。筆者ら
も，岐阜県内を対象とした面的震度補間による震
度曝露人口の即時推計システムを構築した（能島
ら，２００４b）。しかし本研究では，対象地震すべ
ての詳細震度分布を求めることは困難と判断し，
近似的措置として市区町村ごとの取りまとめを行
うこととした。
震度曝露指標と地震被害の関係を高精度化する

方向性においては，震度分布のみならず人口分布
の解像度向上が必要である。両者のバランスを考
慮すると，人口データについても今後の検討の余
地がある。国勢調査の人口データは常住人口（夜
間人口）である。本研究では計測震度データを市
町村単位としていることから，各市町村内におけ
る人口流動が評価値に影響を及ぼすことはない
が，市町村を超えた人口流動の影響については考
慮していない。火災予防審議会・東京消防庁
（２００５）では，人口密集地における人的被害推定の
ため平日・休日・時間帯別の屋内人口および路上
歩行者数の推定を行っており，今後，地震発生時
刻における人口の流動状況を考慮した評価を行う
場合に参考になると考えられる。

３．３ 評価結果と考察
まず，計測震度を震度階で集計した震度曝露人

口の概略的な評価結果について示す。図５（a）
は，震度５弱以上で示した推計結果である。芸
予，福岡県西方沖，三陸南，宮城県沖，鳥取県西
部，新潟県中越本震，十勝沖本震の順に多い。芸
予地震では広島・愛媛・山口の３県を中心に約４８４
万人，福岡県西方沖地震では福岡県を中心に約
３７６万人，三陸南地震では岩手・宮城の２県を中心

に約３６１万人，宮城県沖地震では宮城・岩手・福島
の３県を中心に約３１８万人，鳥取県西部では鳥取・
島根・岡山の３県を中心に約２５６万人，新潟県中越
本震では，新潟県を中心に約１５２万人，十勝沖本
震では北海道で約１３９万人となっている。
図５（a）において震度５強以上の震度曝露人口

を見ると，上位の順位は震度５弱以上と類似して
おり，芸予で約２４２万人，福岡県西方沖で約１４６万
人，三陸南で約１２６万人，宮城県沖で約６５万人，
新潟県中越本震で約６３万人，十勝沖本震で約６２万
人，新潟県中越余震２（最大余震）で約５２万人，
の順に多い。これらのレベルでは，広島・福岡・
仙台の各都市圏への影響が強く出ているといえ
る。
しかし，震度６弱以上の震度曝露人口を示した

図５（b）では，一変して異なった様相を呈してい
る。福岡県西方沖で約４２万人，新潟県中越本震で
約４０万人，十勝沖本震で約２４万人，三陸南で約２０
万人，新潟県中越余震２（最大余震）で約１８万人，
鳥取県西部で約１７万人，宮城県北部で約１３万人の
順となっている。
図５（b）において震度６強以上をみると，さら

に順位は大きく入れ替わり，新潟県中越本震で約
１４万人，新潟県中越余震２（最大余震）で約５．６万
人，宮城県北部本震で約５万人，新潟県中越余震
１で約４．２万人，鳥取県西部で約２．３万人，三陸南
で約５千人，十勝沖本震で約４千人，の順となっ
ており，その他では０である。最後に，同図にお
いて震度７の震度曝露人口をみると，新潟県中越
本震で約２．７万人，鳥取県西部で約２千人であり，
その他では０である。
以上のように，地震間で震度曝露人口を比較す

ると，着目する震度レベルに応じて，地域への影
響度合いが異なることが理解できる。これは最大
震度のみではイメージできないことである。

４．震度曝露人口と住家被害・人的被害の
巨視的な関係

３．で推計した震度曝露人口と，各地震による住
家被害および人的被害との関係を巨視的に観察す
ることによって，定性的な考察を行う。

１７０
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図５ 震度曝露人口の比較

（a）震度５弱以上での表示 （b）震度６弱以上での表示

図６ 住家被害（世帯数）の比較 図７ 人的被害の比較
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表１には，消防庁による被害状況調査（消防庁，
２００５b）に基づいて，住家被害および人的被害を
あわせてまとめた。図６に各地震による住家被害
数を比較した。次章以降における定量的検討のた
め，世帯単位の数値で比較している（福岡県西方
沖地震と宮城県沖地震については世帯単位の記載
がないため棟数で代用）。ここでは前震・余震に伴
う被害を本震のそれとを分離することは困難であ
るため，８回の地震にまとめている。まず全壊世
帯数に着目すると，新潟県中越，宮城県北部，鳥
取県西部の順に被害が大きく，震度６強以上の震
度曝露人口（図５（b））と整合していることがわ
かる。全半壊世帯数についても同様のことがいえ
るが，芸予，十勝沖，福岡県西方沖でも半壊が発
生していることは，震度６弱が影響しているとも
考えられる。一方，一部破損を含めた場合には，
芸予や福岡県西方沖の被害もかなり大きく，震度
５強ないし６弱の影響が現れていることが予想さ
れる。しかし，三陸南と宮城県沖における住家被
害は小さく，対応が明確とはいえない。
次に，図７に各地震による人的被害数の比較を

示す。死者数は新潟県中越で突出して多いほか
は，概して少ない。震度７が支配的といえるが，
震度６強の影響については明確なことはいえな
い。負傷者については，重傷以上，軽傷以上とも
に，新潟県中越に次いで，福岡県西方沖，十勝
沖，宮城県北部，芸予，鳥取県西部，三陸南，宮
城県沖の順となっている。この順序でみた場合に
は震度６弱以上の震度曝露人口（図５（b））との
整合が良い傾向がみてとれるものの，定量的対応
は明確ではない。
なお人的被害データの扱いについては，その発

生原因（建物倒壊，室内散乱，路上事故など）を
吟味する（例えば，村上，２００６）とともに，揺れ
に直接起因しない被害（災害関連死や被災後の後
片付け中の受傷）を区別したうえで検討すること
が望ましい。しかし海外の文献（Seligsonand
Shoaf，２００２）にもあるように，震度と人的被害総
量の関連付けは基礎情報として重要である。また
発災後の医療サービスへの負荷を評価する際には
発生原因によらず被害総量を把握する必要性があ

る。このことから本研究では，表１のデータを特
に分類せずに以降の分析を行うこととした。

５．震度曝露指標による住家・人的被害総
量推定モデルの構築方法

４．でみた巨視的関係を詳細に検討するため，震
度曝露指標と被害総量の間に，被害関数に準じた
関数関係が成立すると仮定してそのモデル化を行
う。５．１ではその構築方法について述べる。人的
被害に関しては震度曝露人口を用いる一方，住家
被害に関しては，人口に代えて世帯数で震度曝露
を評価した「震度曝露世帯数（HEX:household
exposuretoseismicintensity）」を用いることとす
る。震度曝露指標とは両者の総称であり，５．２に
おいてそれらの詳細評価の結果を示す。

５．１ 被害総量推定モデルの構築方法
まず地震jにおいて，刻み幅をΔx＝０．１として

震度xi（ただしiは離散化された震度を識別する
添字）の震度曝露人口をPEXj（xi），震度曝露世帯
数をHEXj（xi）とする。パラメータをμおよびσと
して，震度xiを説明変数とする値域［０，１］の
単調増加関数F（xi；μ，σ）を導入し，被害推定量
D̂j（μ，σ）を次式により求める。

（１）

関数F（xi；μ，σ）としては，従来の被害関数の例
にならって基本的に正規分布の累積分布関数を採
用する。それに加えて，ロジスティック分布につ
いても比較・検討する。

（２）

１７２
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両分布は大略的に類似した形状を示すが，正規分
布の確率密度関数は尖度３であるのに対して，ロ
ジスティック分布は尖度４．２で正規分布より鋭い
ピークと広い裾野を持つ。縦軸の被害率を対数軸
とした片対数プロットで比較すると，左側の裾野
部の形状に特に顕著な相違が現れ，正規分布では
凸形状，ロジスティック分布では直線形状とな
る。計測震度に対する関数F（xi；μ，σ）の常用対
数の勾配は次式で表される（ただしロジスティッ
ク分布については，低被害率における近似式）。

（３）

ここで，パラメータμおよびσは，実被害量Di
と被害推定量 D̂j（μ，σ）との誤差の二乗和平方根
E（誤差指標と呼ぶ）の最小化を条件として求め
る。

（４）

被害関数は通常，地震動強度指標と観測点近傍
の被害率指標の一対データをプロットし，それら
を関数で直接的にフィッティングして導かれる。
このため地震ごとの特性や構造主体の脆弱性を反
映した被害関数を求めることが可能である。その
一方で，被害総量を用いたキャリブレーションが
行われることはないため，１．で述べたように，被
害総量の推定精度向上が課題となっている。
これに対して本研究では，対象地震を通じて被

害総量に最も良く適合する関数F（xi；μ，σ）を同定
するという点で，式（４）の導出過程に特徴がある。
地震ごとにプロットが１つしかなく，被害主体の
属性を細分化しない震度曝露指標を用いるため，
地震ごとあるいは構造主体ごとに関数を求めるこ
とはできない。しかし，式（４）を基準としたフィッ
ティングを行うことで，被害総量の誤差最小化を

図ることができる。また，対象地震を網羅的に扱
うこととシンプルな震度曝露指標を用いることで，
現行の計測震度と被害との入出力関係を包括的に
検討することが可能となり，その漠然としたイ
メージを定量表現することを狙いとしている。

５．２ 震度曝露指標の詳細表現
式（１）に用いる震度曝露人口と震度曝露世帯数

を図８に示す。図５では前震・余震を区別して表
示したが，ここでは図６や図７と同様に８回の地
震にまとめて表示した。その際には余震の影響を
考慮している。２００３年十勝沖地震および２００４年新
潟県中越地震では，余震の震度が本震の震度を上
回るケースがあるため，観測点ごとに本震・余震
を通じて記録された最大値を採用している。震度
階単位で集計した図５よりも，計測震度の相対的
な分布状況が詳細に表現されていることがわか
る。また，矢印で示した最大計測震度が孤立して
いる場合（例えば三陸南地震）よりも，その付近
に震度曝露人口が多い場合（例えば宮城県北部地
震）には，最大震度が同一であっても影響が大き
くことなることは容易に想像できよう。

６．住家・人的被害総量推定モデルの同定
結果と考察

６．１ 住家被害の被害総量推定モデル
震度曝露世帯数（図８）と世帯単位の住家被害

データ（表１）に基づいて，関数F（xi；μ，σ）を
求めた。表２中段にパラメータμ，σおよび誤差
指標Eを示す。図９は推定モデルを図示したもの
であり，（a）では被害率を算術軸表示，（b）では
対数軸表示している。比較のため，「東京都防災会
議震度階解説表」に基づいて定量化された被害関
数（岡田・鏡味，１９９１）のうち，平均的な木造住
家を対象としたものを記入した。図１０（a）-（c）は
被害総量の観測値と推定値（正規分布のケース）
を比較したものである（表２上段の図化）。

（１）全壊
全壊率１０％以下の領域では，従来の被害関数

（μ＝６．９２，σ＝０．５７）と計測震度で０．４程度の相

１７３
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図８ ２０００～２００５年の主な地震による震度曝露人口および震度曝露世帯数（続く）
（矢印は計測震度の最大値を示す）

（a）２０００年鳥取県西部地震

（b）２００１年芸予地震

（c）２００３年三陸南地震

（d）２００３年宮城県北部地震
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図８ ２０００～２００５年の主な地震による震度曝露人口および震度曝露世帯数（続き）
（矢印は計測震度の最大値を示す）

（e）２００３年十勝沖地震（観測点ごとに本震・余震の最大値を採用）

（f）２００４年新潟県中越地震（観測点ごとに本震・余震の最大値を採用）

（g）２００５年福岡県西方沖地震

（h）２００５年宮城県沖地震
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違がみられる。特に震度６弱においては全壊率が
ほぼ１オーダー異なっている。震度が高いほどこ
の相違は狭まる傾向にあるものの，旧震度階と計
測震度のイメージの乖離を示すものといえる。正
規分布とロジスティック分布の間には大きな相違
は認められない。震度６．８以上での開きが大きい
が，用いたデータの上限が震度６．７であるため，
適用限界外である。全壊率１０－４以下の領域でも分
布特性に起因する相違が目立つものの実用上の違
いは小さいとみてよい。０．１％，１％，１０％相当
値は，両分布共通で，５．６，６．０，６．５となってお
り，計測震度幅０．４で全壊率がほぼ一桁上がって
いる。１％相当値が６．０であることは，４．でみた
巨視的な相関関係（震度６強以上の影響大）を裏
付けている。
誤差指標Eで比較すると，正規分布の方が良い

適合度を示している。図１０（a）の観測値と推定値
の比較では，一部の例外（三陸南と宮城県沖）を
除くと１：３線と３：１線に入っており，おおむね
ファクター３程度の推定モデルである。

（２）全半壊（全壊＋半壊）
従来の被害関数（μ＝６．３６，σ＝０．６０）との関

係に関しては，全壊のケースと類似の傾向をみる
ことができるが，震度５強以下での乖離はさらに
大きく，２オーダー近くになっている。正規分布
とロジスティック分布は，計測震度５．３以下で開き
が大きく，正規分布の方が急勾配である。０．１％，
１％，１０％相当値は，正規分布で５．４，５．７，６．１，
ロジスティック分布で５．３，５．７，６．１となってお
り，全壊のケースと同様に計測震度幅０．４で全半
壊率がほぼ一桁上がっている。１％相当値が５．７
であることは，４．でみた巨視的な相関関係（震度
６弱の影響あり）を裏付けている。
誤差指標Eで比較すると正規分布の適合度が高

く，震度５強以下での全半壊率をあまり高く見積
もらない方が良いことを示唆している。閾値設定
により一定震度以下を０にする必要性も指摘され
ており（翠川・藤本，２００２），被害想定の実務でも
検討されている（内閣府，２００４）。いずれにせよ，
被害率が０に近い分布の裾野に関しては，震度曝
露が高い部分であり被害推定に多大な影響を及ぼ
すため，対数軸表示での比較検討を通じて注意深
く扱う必要がある。なお，図１０（b）より，被害総
量の推定精度は全壊の場合と同様にファクター３
程度である。
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表２ 推定モデルのパラメータと被害推定値（住家被害）

推定モデル
一部破損
以上世帯数

推定モデル
全半壊
世帯数

推定モデル
全壊世帯数地震 ロジスティック

分布正規分布ロジスティック
分布正規分布ロジスティック

分布正規分布

２５２５０２５１５４２１４１５１７７７２０７４３５２４３１８３６４４３９鳥取県西部
２９３００３０２５１５４４４３８８８５４３９５１２１２１６７８６芸予
１９６７８２０４８８２２２９８５９８０９２１１６７１６７２三陸南
２０４８８２０２６１１３０６８２０７９２５６９４２４６３０１３９９１０４６宮城県北部
３３８３７３５６５１２５６０１３１３１６３７５５３２３４２９４１３４十勝沖
６５９５０６７１９６１２９０４１１７４６６１７２５７１７１４３３２３６３２１４３１３８新潟県中越
３１６３６３４４５７８９９７９５２８２９３７７２０６２０１１３３福岡県西方沖
２９９７２０６１８５７９３３１１２８１３１宮城県沖

５．８４５．８４－６．４９６．５３－６．９６７．２３－μ
０．２９０．３０－０．３１０．３７－０．３６０．５４－σ

８０５１２．８８０９５５．６－３０７８．４２６６４．０－７９８．５７０２．７－E

４．７４．９－５．３５．４－５．６５．６－０．１％相当値
５．１５．１－５．７５．７－６．０６．０－１％相当値
５．５５．５－６．１６．１－６．５６．５－１０％相当値

注：■はファクター２範囲外，■はファクター３範囲外であることを示す。
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（a）算術軸表示

（b）対数軸表示

図９ 震度曝露世帯数の利用を前提とした住家被害（世帯数）の被害総量推定モデル

図１０ 住家被害（世帯数）の被害総量推定モデル（正規分布）による推定値と観測値の相関
（実線は１：１線，破線は１：２線および２：１線，一点鎖線は１：３線および３：１線）

（a）全壊世帯数 （b）全半壊世帯数 （c）一部破損以上世帯数
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（３）一部破損以上（全壊＋半壊＋一部破損）
一部破損以上に関しては，震度５弱から６弱に

かけての広い範囲で従来の被害関数（μ＝５．２１，
σ＝０．６４）との乖離が大きい結果となっている。
震度５弱で正規分布とロジスティック分布の開き
が生じている。０．１％，１％，１０％相当値は，正
規分布で４．９，５．１，５．５，ロジスティック分布で
４．７，５．１，５．５となっている。１％相当値が５．１で
あることは，４．でみた巨視的な相関関係（震度５
強の影響あり）を裏付けている。
誤差指標Eで比較するとロジスティック分布の

適合度がやや高い。正規分布について示した図１０
（c）より，ファクター３に収まらないプロットが
３点（三陸南・宮城県沖・福岡県西部）あり，少
数被害を過大評価する傾向にある。一方，多数被
害の２点（新潟県中越，芸予）はファクター２に
収まるものの過小評価の傾向にある。一部破損の
高精度な被害推定は容易でないことを示唆してい
る。

６．２ 人的被害の被害総量推定モデル
震度曝露人口（図８）と人的被害データ（表１）

に基づいて，関数F（xi；μ，σ）を求めた。表３中

段にパラメータμ，σおよび誤差指標Eを示す。
図１１に推定モデルを図示し，図１２（a）-（b）に被害
総量の観測値と推定値（正規分布のケース）を比
較した（表３上段の図化）。

（１）死者数
対象地震における死者数は，新潟県中越地震と

その他の地震で極端に数値が異なっている（表
１）。パラメータはμ＝７程度でσ＝０．１程度と
なったが，非常に偏っており，適切なモデルとは
いえない。被害総量の推定値は，表３上段に示す
ように観測値と見掛け上の相関は高いが，本研究
ではこのモデルを棄却することとした。

（２）重傷以上（死者＋重傷者）
発生率は全体的に低く，図１１（a）では特性を識

別できないため，（b）の対数プロットで比較する。
０．０１％，０．１％，１％相当値は，両分布共通で，
５．６，６．０，６．５となった。計測震度幅０．４ないし
０．５で発生率が１０倍となる勾配は，住家被害より
わずかに緩勾配である。４．では巨視的関係が明確
ではなかったが，１％相当値が６．０であることは，
震度６強の影響が大きいことを示唆している。
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表３ 推定モデルのパラメータと被害推定値（人的被害）

推定モデル
軽傷以上

推定モデル
重傷以上

推定モデル
死者地震 ロジスティック

分布正規分布ロジスティック
分布正規分布ロジスティック

分布正規分布

５９１６４２１８２６８７１３９１００鳥取県西部
６０９５１８２９０５１３９４５００２芸予
４７３４４５１７４４３３８２５０００三陸南
６１３７３８６７７７１８３５１０００宮城県北部
４９１５６４８５１４８５２７１００２十勝沖

４７９８４４７５４８５６６９１６８０６８７５２５０５１新潟県中越
４８８４５３１０８８４２３６７７００１福岡県西方沖
１２０６９９１９５１２０００宮城県沖

７．２６７．７２－７．６１８．３７－（７．１０）（７．０１）－μ
０．４３０．６９－０．３９０．７４－（０．１２）（０．１１）－σ
９２５．８９１２．８－５７．８６６．２－（３．３）（３．１）－E

５．１５．２－５．６５．６－－－－０．０１％相当値
５．６５．６－６．１６．１－－－－０．１％相当値
６．２６．１－６．６６．６－－－－１％相当値

注：■はファクター２範囲外，■はファクター３範囲外であることを示す．死者数に関するモデルは棄却した。
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（a）算術軸表示

（b）対数軸表示

図１１ 震度曝露人口の利用を前提とした人的被害の被害総量推定モデル

（a）重傷以上人数 （b）軽傷以上人数

図１２ 人的被害の被害総量推定モデル（正規分布）による推定値と観測値の相関
（実線は１：１線，破線は１：２線および２：１線，一点鎖線は１：３線および３：１線）
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ロジスティック分布の適合度が良くファクター
２にすべて収まっている。正規分布ではファク
ター２に収まらない点が２点（福岡県西方沖と宮城
県沖）あったが，ファクター３にはすべて収まっ
た。図１２（a）のようにプロットは両極端に分離して
いるものの，死者数のケースほどではない。

（３）軽傷以上（死者＋重傷者＋軽傷者）
図１１（b）をみると重傷以上のケースと類似の形

状を示しており，計測震度でほぼ０．５の差，被害
率でほぼ１オーダーの比となっている。０．０１％，
０．１％，１％相当値は，正規分布で５．２，５．６，６．１，
ロジスティック分布で５．１，５．６，６．２となってお
り，勾配は重傷以上のケースと同程度である。４．
では明確な巨視的関係が認められなかった
が，１％相当値が５．６であることは，震度６弱の
影響が大きいことを示唆している。
正規分布の適合度が良く，図１２（b）のように

ファクター３に収まらないプロットは鳥取県西部
の１点であった。ロジスティック分布でも大きな
相違は見られない。
既往研究（村上ら，２００２；村上，２００５，２００６）

では，鳥取県西部地震，新潟県中越地震および福
岡県西方沖地震を対象として，市区町村ごとの死
傷者（本研究における軽傷以上に相当）発生率と
計測震度の関係から回帰式が導かれている。計測
震度に対する勾配は，計測震度幅１．０に対して約
１０倍であり，本研究と比較してかなりの緩勾配と
なっている。この原因としては，死傷率０％の市
町村データを含まないデータセットを用いた片対
数の回帰式であり，「人的被害が生じたという条件
付の被害発生率」が表示されているため，低震度
領域での発生率が高く評価されていることが挙げ
られる。吉村ら（２００５）によると，市町村単位で
の軽傷者発生割合は，計測震度４．５で約１５％，５．０
で約４５％，５．５で約７０％となっており，この影響
を加味すると，本研究による推定式の勾配に近い
結果となる。鳥取県西部では他地震より死傷率が
１オーダー近く低いことが指摘されており（村上
ら，２００２），本研究による推定式と比較しても同
様のことがいえる。

以上より，計測震度と被害総量の入出力関係の
平均的傾向が定量化されていると判断すれば，提
案モデルは，現行の「気象庁震度階関連解説表」
を改訂する際の参考情報となると考えられる。さ
らには，地震直後の被害概略推定を目的とした利
用も可能と思われる。

７．むすび
本研究で得られた成果を以下に要約する。

１）２０００～２００５年に発生した１５回の地震で観測さ
れた計測震度５．５以上のデータを用いて震度曝
露人口を推計し，震度階別の相互比較によりそ
の特徴を明らかにした。また，計測震度０．１単
位で集計した震度曝露人口・世帯数を示し，相
対的な分布特性を明らかにした。

２）震度曝露人口と住家被害・人的被害とを比較
し，巨視的な相関関係について考察した。住家
全壊には震度６強が支配的である一方，全半壊
には震度６弱の影響がみられ，一部破損以上に
は震度５強ないし６弱の影響がみられた。死者
数については震度７が支配的であり，負傷者に
ついては震度６弱の影響を示唆するデータが得
られたが，関連は不明確であった。

３）震度曝露世帯数と住家被害データに基づい
て，住家被害の被害総量推定モデルを構築し
た。１％相当の計測震度は全壊で６．０，全半壊
で５．７，一部破損以上で５．１となった。１０％相当
値は同順で６．５，６．１，５．５となった。旧震度階
に基づく従来モデルと比較すると，計測震度で
０．４あるいはそれ以上の乖離が広いレンジでみ
られた。

４）震度曝露人口と人的被害データに基づいて，
人的被害の被害総量推定モデルを構築した。死
者数については適切なモデルとはならず棄却し
た。０．１％相当の計測震度は重傷以上で６．１，軽
傷以上で５．６，１％相当値は重傷以上で６．６，軽
傷以上で６．１～６．２となった。

５）被害総量推定モデルの関数形状として，正規
分布とロジスティック分布を比較した。被害率
０に近い部分（分布形状の左側の裾野）ほど両者
の相違は大きい。モデル選択が被害推定に及ぼ

１８０



自然災害科学 J.JSNDS25-2（2006）

す影響は大きく，今後さらに検討が必要である。
６）住家被害と人的被害の総量推定モデルを用い
て，対象地震の被害総量の推定値と観測値の相
関を検討した結果，おおむねファクター３の推
定精度であることがわかった。

本研究で提案したモデルの妥当性を確認するに
は，今後の地震による検証が必要である。
またモデルの高度化のためには様々な面で補正

を行う余地がある。震度データの面では，市区町
村内での詳細震度分布の考慮，被害との相関の良
い改良震度指標の導入，余震の影響を考慮した等
価な震度指標の導入（大中ら，２００５）などにより
精緻化を図ることができよう。また人口データに
ついては，地震発生時刻における人口の流動状況
や年齢構成を考慮した評価が望ましい。
建物被害の面では，建物の構造種別，築年，地

域特性などを考慮してデータを層別化し，高精度
化を図る余地がある。さらに人的被害について
は，その発生原因別の分類，および，揺れに直接
起因しない被害を除外した検討も必要である。
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